新規事業指定申し込みに関するQ＆A

Q1　（新規事業指定前研修）の説明内容を教えてください　

A1  ①　指定申請及び事業実施にあたって、知っておくべき制度・法令等について

　　 ②　労働基準法の概要及び諸手続きについて

3 新規指定申請書の記載方法及び作成の際の注意事項等について

4 変更届・加算届（介護報酬）等の記載方法及び注意事項等について

5 その他
Q２　なぜ、今回このように申請方法が変わったのですか　

A２　これまでの研修の受講状況や、平成24年度の介護保険法の改正に対応するため、

平成24年4月１日開設事業者から申請方法を変更しました。

また、業務管理体制が定められ、法令遵守が求められていることから、適時必要な

　　情報を提供するとともに、指定申請に当たっての手続きが的確に行えるよう情報提供

するものです。

　平成24年度の介護保険法の改正時期に合わせて、平成24年4月１日開設事業者から申請方法を変更することとしました。

Q３　新規申請の予定はありませんが、研修受講は可能ですか　
A３　事業運営に係る法令遵守や規程等の必要な知識及び申請時の書類作成にかかる注意事項等について、運営指導の一環として事業開始前に行う研修でありますので、開設予定がない場合は受講できません。開設時期によって、追加して説明する事項がある場合もありえますので、法人として開設を決めてから参加してください。
Q４　申し込み時点では、どの程度事業内容が決まっていないといけませんか　
A４　申し込み時点では、法人が事業所開設の意思があることが必要です。

指定前研修は、当該月の申請書提出期限の1５日程度前に開催する予定です。そのため、研修開催時には申請に必要な主な事項（法人・開設場所・設備・人員等）については、概ね確定していることを想定しています。

研修については、下記のスケジュール表を参考にしてお申込みください。
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Ｑ５　ＦＡＸ内容は全て記載されていないといけませんか　
Ａ５　原則全て記載をしていただきます。

　　　未確定の事項については、その旨記載をお願いいたします。

Q６　申請前に必ず研修を受講しなくてはいけませんか　
A６　必ず受講していただく必要があります。申請前に受講できない場合でも、翌月の研

修を受けていただく必要があります。

Q７　研修を受講できなかった場合、新規申請受付の扱いはどのようになりますか　

A７　研修を受講せず、指定申請書の提出を行った場合は、翌月の研修を受けていただくことになります。

　　　研修予定日については、指定申請時にご確認ください。

Q８　研修は、誰を対象としたものですか　
A８　申請する事業所における法令に適合した適切なサービス提供の実施に資するため、運営指導の一環として行う研修です。原則、申請する事業所の管理者又は法人代表者になる予定の方が対象となります。

したがって、多くの事業所を経営し法令を熟知している法人であっても、実際に従業する予定の管理者に受講していただきます。
　　　
Q９　研修参加人数は、１事業所何名まで参加できますか　

A９　会場の関係もありますので、各事業所１名でお願いいたします。

Q10　説明した資料等は、介護サービス情報等に掲載されますか　

A10　現在、資料そのものを掲載する予定はありませんが、できる限り情報は掲載したい

と思っています。

　　　

Q11　事業所名が決まっていないが、仮称でもよいですか　
A11　指定前研修の受講申込み時点での名称を記載してください。申請時に変更していた
　　だいてもかまいません。

Q12　FAXがない場合の申し込みはどのようにしたら良いですか　
A12　原則FAXでの受付となります。郵送の場合は以下のあて先に、ご送付ください。

電話受付は、行っていません。

　　【あて先】

　　　〒１６２－０８２３

　　　新宿区神楽河岸1番1号　セントラルプラザ１３階

公益財団法人東京都福祉保健財団事業者指定室宛
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